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Ⅰ 令和４年度保健福祉部主要施策の成果の概要

１ 柔軟で強靱な保健・医療・福祉の構築

(１) 新型コロナウイルス感染症対策とアフターコロナを見据えた新たな取組の推進

（保健福祉政策課、国保・地域共生課、医療政策課、健康づくり課、感染症対策課、薬務課、長寿いきがい課、障がい福祉課)

① 新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、必要な検査体制を確保するとともに、感染の不安や後遺症の悩みを抱える県民からの

相談に対応した。

② 「徳島県保健・医療提供体制確保計画」に基づき、入院を必要とする者が確実に入院につなげられるようにするため、「病床確保

料」の補助や宿泊療養施設の運営を行うとともに、サポート医師等による診療を実施し、適切な療養環境を確保した。

③ 飲食・イベント・旅行などに際して陰性確認のために行う検査を無料化し、新型コロナウイルスの感染拡大防止と日常生活の回復

の両立を図った。また、感染拡大傾向時に知事の受検要請に応じた無症状者への検査を無料化することで、感染拡大を防止した。

④ 新型コロナウイルスの感染から県民を守るため、新型コロナワクチンの接種を希望する全ての者が円滑に接種できるよう、接種体

制を確保するとともに、スマートフォンを活用したワクチン接種証明及び陰性証明の運用を行った。

⑤ 新型コロナウイルスの感染拡大時に、県民が安心して医療を受けられるようにするため、オンライン診療・服薬指導ができる環境

を整備することにより、アフターコロナにおいても、へき地医療の向上等につなげた。

⑥ 地域における医療格差の解消を目指し、質の高い医療を全ての県民が受けられるようにするため、５Ｇ技術を活用した高度な遠隔

医療システムを整備した。

⑦ 地域の感染管理体制の強化を図るため、感染管理分野において高度な知識・技術を有している「感染管理認定看護師」の県内にお

ける教育課程の設置・運営を支援した。

⑧ 第８波と季節性インフルエンザの同時流行下においても、医療サービス全体の維持・強化を図るため、「感染症対応」や「診療体

制の確保」の取組を支援した。

⑨ 福祉サービスの継続的な提供を確保するため、施設・事業所等の感染拡大防止に必要な物資の確保、応援体制の構築等を支援した。

⑩ 重症化リスクが高い方が多く入所・入院している施設等において、入所者等の感染を防ぐため、施設に新型コロナウイルスを「持

ち込ませない」対策として、抗原定性検査キットを活用し、職員に対する検査等を実施した。
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(２) 持続可能な医療・介護・福祉提供体制の構築

（国保・地域共生課、医療政策課、健康づくり課、薬務課、長寿いきがい課、障がい福祉課)

① 「徳島県保健医療計画」に基づき、効率的かつ質の高い医療提供体制と地域包括ケアシステムの総合的な推進を図るため、病床機

能の分化・連携の推進、がんや心血管疾患等の疾病への対応の充実、救急や小児、在宅医療等の医療提供体制の整備、医療従事者の

養成・確保に取り組んだ。

② 介護、障がい福祉、看護等の公的部門における「成長と分配の好循環」の実現を図るため、職員の収入引上げに係る取組を支援し

た。

③ 医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和6年4月1日）に向け、地域の医療提供体制を確保しながら、医師の労働時間短

縮を強力に推進するため、地域において中核的な役割を担う医療機関が実施する「医師の勤務環境改善」に向けた取組を支援した。

④ 地域医療を担う人材の養成・確保を図るため、徳島大学への「寄附講座」の設置や修学資金・専門医研修資金の貸与、「地域医療

支援センター」の運営など、高校、大学、臨床研修・後期研修の各ステージにおいて、将来の地域医療を担う医師の確保につながる

施策を推進した。

⑤ 看護職員、歯科医療従事者等の養成・確保を図るため、認定看護師資格取得や特定行為研修受講に対して支援を行うとともに、歯

科衛生士を養成する専門学校への実習室整備の支援や整備を行った実習室を活用した復職支援に取り組んだ。

⑥ 介護職員の業務負担の軽減を図り、「介護人材の確保」につなげるとともに、科学的介護に基づく「質の高いサービスの提供」を

実現するため、介護現場における「ＩＣＴ」や「介護ロボット」の導入を支援した。また、福祉・介護人材の確保を図るため、福祉

・介護現場のイメージアップや多様な人材を受け入れる施設に対する支援に取り組んだ。

⑦ 介護保険制度を円滑に施行・運営するため、市町村に対する介護給付費等負担金及び地域支援事業交付金の交付を行うとともに、

市町村が行う低所得者の負担軽減措置に対し助成した。また、要介護認定調査員や介護支援専門員等の人材の充実、事業者に対する

指導監査の強化などを推進した。

⑧ 障がい者が安心して社会生活を送れるようにするため、障がい者の地域生活を支援する相談支援専門員やコミュニケーションを確

保する手話通訳者などの人材を育成した。

⑨ コロナ禍の長期化や電気料金等の高騰の中で、県民生活に必要な医療・福祉サービス提供の確保を図るため、医療機関や社会福祉

施設等を支援した。
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(３) 複合災害への備え （保健福祉政策課、医療政策課、健康づくり課、薬務課、長寿いきがい課、障がい福祉課）

① 大規模災害時においても、円滑に医療を提供できる体制を整備するため、医療機関に対するＢＣＰ策定支援や施設の浸水対策への

支援を行うとともに、ＤＭＡＴの養成・強化や災害時備蓄医薬品（初動期用及び慢性疾患用）供給体制の充実を図った。

② 災害時において、妊産婦や乳幼児が安心して避難できるようにするため、福祉避難所で妊産婦や乳幼児を受け入れる際に必要とな

る資機材の整備を支援するとともに、「災害福祉支援ネットワーク」に看護協会と助産師会が加入し、避難所における受入体制を強

化した。

(４) 国保財政の安定的な運営 （国保・地域共生課）

① 「徳島県国民健康保険運営方針」に基づき、国保保険料の軽減措置への支援や市町村の実情に応じた財政調整などを行い、国保財

政の安定化に努めた。

② 後期高齢者医療制度の運営安定化を図るため、徳島県後期高齢者医療広域連合に対し定率負担金を交付するとともに、広域連合が

実施する保険料の軽減措置や高額医療費に対して助成した。

③ 「徳島県医療費適正化計画」に基づき、県民の健康保持の推進や医療の効率的な提供に関する取組を実施し、高齢化や医療の高度

化により増え続ける医療費の適正化を図った。

④ 国民健康保険の共同保険者として、国保から後期高齢者医療へと引き継がれる地域の健康課題を可視化し、生活習慣病の重症化予

防に向けた医療連携を進めるなど、市町村の保健事業支援を推進した。

(５) 薬務行政の適正な推進 （薬務課）

① 県内で製造される医薬品、医療機器等について、医薬品製造業者等に対する指導を通じて、より一層の品質の向上を図ることによ

り、その有効性、安全性の確保に努めるとともに、医薬品、医療機器等の適正使用を推進した。

② 県民、特に若年層を中心として献血思想の一層の普及啓発を行うとともに、400mL献血、成分献血の推進を図り、県内で必要な輸血

用血液を確保した。

③ ジェネリック医薬品について、県民や医療機関への働きかけにより使用促進を図り、医療費の適正化につなげるとともに、薬物乱

用の無い健全な社会の実現を目指し、麻薬・覚醒剤・大麻等の乱用に関する正しい知識の普及啓発を図った。
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２ 子どもを産み育てやすい社会の実現

(１) 妊娠・出産及び女性の健康の包括的支援 （医療政策課、健康づくり課）

急な小児の疾病に対応するため、小児救急医療拠点病院及び輪番病院の連携強化を図るとともに、「徳島こども医療電話相談」の

周知及び円滑な運用を行い、質の高い小児救急医療提供体制の確保に努めた。また、総合周産期母子医療センターを中核とする周産

期医療体制の整備を推進した。

(２) 誰一人取り残さない育成環境の整備 （長寿いきがい課、障がい福祉課）

① 本来大人が担うと想定される家事や家族の世話などを日常的に行う「ヤングケアラー」に対する支援体制を構築するため、高齢者

介護、障がい福祉の分野における実態調査を実施し、課題の整理を行うとともに、各家庭との接点が多い介護支援専門員等専門職へ

の研修を行い、「ヤングケアラー」に対する認識の統一を図った。

② 医療的ケア児とその家族が住み慣れた地域で安心できる生活を確保するため、相談や情報提供などにワンストップで対応する「徳

島県医療的ケア児等支援センター」を整備し、専門相談員の配置による相談窓口の設置や、在宅生活を支える支援人材の育成を行う

など、センターを核とした支援体制の構築を推進した。

③ 発達障がい者が、地域の中で安定した生活を送るため、「徳島県発達障がい者総合支援センター・ハナミズキ」と西部の拠点であ

る「アイリス」を中核に、相談・就労支援を行うとともに、地域において相談支援の核となる人材を養成した。あわせて、発達障が

いに関する正しい理解と支援が得られるよう、県民に広く啓発した。

④ 重症心身障がい児・者の地域における生活を支援するため、医療費に対して助成を行うとともに、家族の介護負担の軽減を目的と

した取組を推進した。
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３ 安心して暮らせる社会の構築

(１) 共生社会の深化 （国保・地域共生課、医療政策課、健康づくり課、長寿いきがい課、障がい福祉課）

① 「障がいのある人もない人も暮らしやすい徳島づくり条例」及び「徳島県障がい者施策基本計画」に基づき、障がいのある人もな

い人も暮らしやすい社会を実現するため、手話等の意思疎通支援体制を構築するとともに、日常生活において、心のバリアフリーの

実践につなげる「アンバサダー（大使）」の養成や、シンポジウムの開催により、県民に広く啓発した。

② 障がい者就労支援施設の安定的な生産活動を確保し、障がい者の自立と社会参加を一層推進するため、就労製品の魅力向上や販路

の多角化を支援するとともに、農業に取り組む施設への生産・販売指導、「わかりやすい農業技術動画作成」をはじめとするデジタ

ルを活用した技術的支援により、就労分野の多様化を図った。

③ 療育手帳のデータとマイナンバーを情報連携させ、スマートフォン等によりデータの提示・活用を可能とすることで、障がい者の

移動や施設利用、行政手続における利便性の向上を図るため、療育手帳交付システムの改修を実施した。

④ 「徳島県高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画（とくしま高齢者いきいきプラン）」に基づき、地域包括ケアシステムの深

化を図り、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できる地域づくりを実現するため、介護予防や健康づくり施策の充実を行うとと

もに、高齢者の見守り体制の強化や総合的な認知症施策等を推進した。

⑤ 県民が生涯にわたり健康で生きがいを持って、活躍できる社会づくりを推進するため、高齢者一人一人が「栄養・運動・社会参

加」の三要素を柱とするフレイル予防に取り組みやすい環境を整備した。

⑥ 高齢者の生きがいづくりと介護人材の確保を図る「介護助手」制度及び新型コロナウイルス感染症の影響を受けた方に再就職先の

確保を図る「介護ワークシェアリング事業」の普及促進などを行った。

⑦ 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、多様化する生活困窮者の支援ニーズに対応するため、生活困窮者の状況に応じた相

談支援や就労促進支援に加えて、官民連携による支援体制の構築や、生活困窮者を支援する団体を通じた食料支援の実施により、生

活困窮者が必要とする支援の一層の充実を図った。

⑧ 最後のセーフティネットとして、生活保護の実施により、最低限度の生活を保障するとともに、生活保護受給者の自立助長や保護

の適正化のため、就労支援、就学支援、不正受給防止、医療扶助の適正化などに取り組んだ。

⑨ 骨髄等の提供に係る経済的負担を軽減し、ドナー登録や骨髄等の提供がしやすい環境を整備するため、市町村が「骨髄等移植ドナ

ー」及び「ドナーが勤める事業所」に助成した費用の一部を補助した。

⑩ 精神障がいに関する正しい知識の普及を図るとともに、地域生活支援事業や地域移行支援事業を実施し、精神障がい者の地域生活

への移行・定着を推進した。
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⑪ 保健・医療・福祉等の関係機関と連携して、ひきこもり対策やうつ病、依存症等の対策の充実を図るとともに、社会環境に応じた

適切な自殺対策に取り組んだ。

(２) 健康寿命延伸に向けた取組の推進 （健康づくり課、感染症対策課）

① 県健康増進計画「健康徳島２１」に基づき、糖尿病をはじめとする生活習慣病を予防し、健康寿命の延伸を図るため、「とくしま

健康ポイントアプリ『テクとく』」の更なる活用やシニアフィットネスの開催により、全世代を対象とした運動習慣の定着や生活習

慣の改善を加速するとともに、歯と口腔の健康づくりに関する施策を推進した。

② 「徳島県循環器病対策推進計画」に基づき、循環器病の予防から医療・福祉サービスまでシームレスに提供され、県民一人一人が

その人らしく暮らせるようにするため、循環器病の予防や正しい知識の普及啓発を行うとともに、循環器病を予防する健診の普及や

取組の推進、医療提供体制の構築、循環器病の研究推進などを行った。

③ 「徳島県がん対策推進条例」や「徳島県がん対策推進計画」に基づき、県・保健医療関係者・県民がそれぞれの役割を果たしなが

ら、一体となってがん対策を推進するため、がん診療連携拠点病院等の支援やがん患者等へのサポートを行うとともに、がん検診の

普及啓発活動の強化を図った。

④ 「徳島県肝炎対策推進計画」に基づき、Ｂ型及びＣ型ウイルス性肝炎の早期治療及び患者の負担軽減を図るため、ウイルス検査や

治療に係る費用の助成を行うとともに、患者や家族の不安の解消を図るため、相談体制を確保し、肝炎患者が安心して治療できる環

境を構築した。

⑤ 難病患者に対する良質かつ適切な医療の確保と療養の質の向上を図るため、地域の医療機関や訪問看護サービス提供機関等の連携

による難病医療の提供及び療養支援の体制を確保するとともに、引き続き難病相談支援センターによる相談支援を行った。また、ハ

ンセン病に対する正しい知識の普及啓発に努め、差別や偏見の解消を図った。
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Ⅱ 主要事業の内容及び成果
(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

１ 柔軟で強靱な保健・ 保健師等感染症対応人材確保事業 新型コロナウイルス等の感染症の感染拡大時、膨大な業務量が生
医療・福祉の構築 じる保健所を支援し、適切な感染拡大防止策を講じることを可能と
(1) 新型コロナウイル するため、潜在保健師、看護師等の人材バンク（ＩＨＥＡＴ）を活
ス感染症対策とアフ 用し、保健所への人材派遣を適切に行うとともに、保健所業務に即
ターコロナを見据え 応できる人材の更なる確保を図った。
た新たな取組の推進 (47,190)

衛生管理体制確保支援事業 保護施設等が提供する各種支援が、十分な衛生管理及び感染防止
対策を前提として継続的に提供できるようにするため、保護施設等
における施設内感染対策に要する経費を支援した。

(7,070)

医療従事者支援事業 コロナ禍においても医療提供体制の維持を図るため、新型コロナ
ウイルス感染症患者及び疑い患者の診療及び看護に直接従事した医
療従事者に対して支払われた「特殊勤務手当（危険手当）相当分」
に係る経費を医療機関へ支援した。

(836,674)

救急・周産期・小児医療機関の感 新型コロナウイルス感染症疑い患者が受診した場合においても、
染拡大防止等支援事業 救急・周産期・小児医療の提供を継続するため、医療機関が実施す

る院内感染防止対策を支援した。
(439,696)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

１ 柔軟で強靱な保健・ ５Ｇ技術を活用した遠隔医療推進 ５Ｇ技術を活用して、質の高い医療の提供、地域における医療格
医療・福祉の構築 事業 差の解消、患者・医師の負担軽減を図るため、徳島医療コンソーシ
(1) 新型コロナウイル アム参加医療機関に対し、５Ｇ遠隔医療システムの整備に係る費用
ス感染症対策とアフ 等を補助した。
ターコロナを見据え (13,068)
た新たな取組の推進

オンライン診療・服薬指導推進事 新型コロナウイルスの感染拡大時においても、対面せずに診療・
業 服薬指導ができる環境を整備するため、新型コロナウイルス感染症

の在宅療養者対応を行う「自宅健康観察支援サポート医」が所属す
る医療機関及び「自宅健康観察支援サポート薬局」に対し、オンラ
イン診療・服薬指導の導入を支援した。

(9,016)

医療機関等検査体制強化事業 重症化リスクが高い方が多く入院している医療機関等において、
入院患者等の感染を防ぐため、施設に新型コロナウイルスを「持ち
込ませない」対策として、抗原定性検査キットを活用し、職員に対
する検査等を実施した。

(59,088)

「感染管理認定看護師」養成確保 新型コロナウイルス感染症等から県民の命を守るため、日本看護
事業 協会の認定を受け、「感染管理認定看護師」養成に係る教育課程を

設置・運営する教育機関に対し、必要な経費の補助を行った。
(14,100)
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第８波と季節性インフルエンザの 県民の生命と健康を守る医療機関等において、第８波と季節性イ
同時流行を迎え撃つ医療体制強化 ンフルエンザの同時流行下においても、医療サービス全体の維持・
事業 強化を図るため、「感染症対応」や「診療体制の確保」の取組を支

援した。
(327,676)

コロナ禍における障がい福祉サー 新型コロナウイルスの感染者や濃厚接触者等が発生した障がい福
ビス応援事業 祉サービス施設・事業所等において、必要なサービスを継続して提

供できるよう、建物の消毒に要する費用や職員の感染等に伴う人員
確保等に必要な経費を支援した。

(912)

障がい者就労「実践」応援事業 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、生産活動が停滞
している就労継続支援事業所に対し、利用者の賃金・工賃の確保を
図ることを目的として、その生産活動の再起に向けた必要な経費を
支援した。

(150)

感染症予防事業 新型コロナウイルス感染症患者に良質かつ適切な医療を提供する
ため、入院等に係る費用を支援した。

(438,903)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

１ 柔軟で強靱な保健・ 感染症流行予測・発生動向調査事 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、有症状者や濃厚接
医療・福祉の構築 業 触者等への「迅速・スムーズな検査」につなげるため、地方衛生研
(1) 新型コロナウイル 究所、診療・検査協力医療機関等との連携により、ＰＣＲ検査等の
ス感染症対策とアフ 行政検査体制を強化し必要な検査体制を確保した。
ターコロナを見据え また、感染急拡大の要因となる変異株の発生動向監視のため、保
た新たな取組の推進 健製薬環境センターにおけるゲノム解析を強化したほか、民間検査

機関と連携し、変異株に係る検査体制の強化を図った。
そのほか、年末年始には、季節性インフルエンザとの同時流行に

備え、関係機関協力の下、「臨時・発熱外来センターの開設」及び
「抗原定性検査キットの無料配布」を実施した。

(2,154,281)

新型コロナウイルス感染症相談窓 新型コロナウイルス感染症に係る一般的な相談に対応する「一般
口設置事業 相談窓口」や、一人一人の症状に応じて後遺症の相談に対応する「後

遺症相談窓口」、並びに発熱等の症状のある方に「最寄りの適切な
医療機関」を案内する「受診・相談センター」を設置・運営し、県
民の不安解消を図った。

(193,626)

軽症者等の療養体制確保事業 軽症者等への療養体制の充実により、重症者への医療提供体制の
確保を図るため、軽症者や無症状者の「宿泊療養施設」として宿泊
施設の借上を行うとともに、適切な施設運営を実施した。
また、自宅療養者に対しては、徳島県医師会等との連携による「サ

ポート医師・薬局」、「かかりつけ医師・薬局」とのマッチングを
図ることにより医学的サポートを実施した。

(8,001,339)

-12-



入院患者のための病床確保事業 新型コロナウイルス感染症患者入院受入医療機関等の「経営安定
化」を図り、医療提供体制を確保するため、当該医療機関に対して
「病床確保」に係る経費を支援した。
また、新型コロナウイルス感染症患者入院受入医療機関等の医療

提供体制を確保するため、臨時医療施設を設置した。
(12,007,926)

新型コロナウイルスワクチン接種 新型コロナウイルスワクチン接種の実施主体である市町村と連携
体制構築事業 し、円滑な接種体制を構築するため、「大規模集団接種会場設置」

をはじめとした広域接種体制整備を図るとともに、「医療機関によ
る個別接種」及び「中小企業や大学等が実施する職域接種」に対す
る支援等の接種促進事業を実施した。
また、感染対策と経済活動の両立を図るため、新型コロナワクチ

ン接種証明と陰性証明をスマ－トフォン上で表示できるアプリの活
用を推進した。

(1,562,815)

ワクチン・検査パッケージ等検査 新型コロナウイルス感染防止対策と日常生活の回復の両立に向
促進事業 け、「ワクチン・検査パッケージ制度」又は「対象者全員検査」及

び「飲食、イベント、旅行等の活動に際し、陰性の検査結果を確認
する民間の取組」に必要な検査を無料化した。
また、感染拡大傾向が見られる状況において、知事が新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法第24条第9項に基づき発出した「受検要
請」に応じ、感染不安を感じる無症状者が受けた検査を無料化した。

(1,562,925)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

１ 柔軟で強靱な保健・ 高齢者施設検査体制強化事業 重症化リスクが高い方が多く入所している高齢者施設等におい
医療・福祉の構築 て、入所者等の感染を防ぐため、施設に新型コロナウイルスを「持
(1) 新型コロナウイル ち込ませない」対策として、抗原定性検査キットを活用し、職員に
ス感染症対策とアフ 対する検査等を実施した。
ターコロナを見据え (208,206)
た新たな取組の推進

サービス提供体制確保事業 利用者や職員に感染者が発生した、又は濃厚接触者に対応した介
護サービス事業所・施設等が、サービス提供を継続するため、必要
な人員の確保に要する経費や、職員への危険手当支給等のかかり増
し経費を支援した。

(695,145)

障がい者支援施設検査体制強化事 重症化リスクが高い方が多く入所している障がい者施設等におい
業 て、入所者等の感染を防ぐため、施設に新型コロナウイルスを「持

ち込ませない」対策として、抗原定性検査キットを活用し、職員に
対する検査等を実施した。

(72,385)

障がい福祉サービス継続支援事業 新型コロナウイルスの感染者や濃厚接触者等が発生した障がい福
祉サービス施設・事業所等において、必要なサービスを継続して提
供できるよう、建物の消毒に要する費用や職員の感染等に伴う人員
確保等に必要な経費を支援した。

(38,499)
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１ 柔軟で強靱な保健・ 福祉・介護人材確保対策事業 福祉・介護分野への人材の参入と定着を促進するため、潜在的有
医療・福祉の構築 資格者の再就業に向けた研修をはじめとして、個々の求職者にふさ
(2) 持続可能な医療・ わしい職場開拓や、働きやすい職場づくり、さらには介護職員のキ
介護・福祉提供体制 ャリアアップ及び資質の向上等に向けた取組を総合的に支援した。
の構築 (54,867)

地域医療情報ネットワーク体制整 本県の高齢者人口のピークに対応するため、既存情報システムの
備事業 活用を推進するとともに、三次医療圏（県単位）を対象とする地域

医療情報連携システム「阿波あいネット」の利用推進に向けたシス
テム構築や端末整備を支援した。

(9,279)

在宅医療・介護連携体制構築事業 多職種協働による包括的かつ継続的な在宅医療提供体制の構築を
図るため、在宅医療に関わる多職種や入院医療機関と在宅医療・介
護提供機関との連携体制を構築する取組を実施した。

(14,289)

在宅医療人材育成事業 全人的な医療・介護を提供する人材を育成するため、在宅医療を
提供する医師等を対象に、専門科以外の知識・技術の習得を支援す
る研修や、患者の動画情報を用いたケースカンファレンスを行う取
組を実施した。

(11,362)

在宅医療提供体制整備事業 在宅医療・介護の利用者や提供者を支援し、円滑にサービスを提
供できる体制を構築するため、「在宅歯科医療連携室」や「訪問看
護支援センター」の運営を行い、住民の相談窓口、多職種間の連携
支援、在宅医療を担う医師等の確保に資する取組を実施した。

(48,885)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

１ 柔軟で強靱な保健・ 病床機能分化・連携推進体制整備 回復期への病床機能の転換等による病床機能の分化・連携を推進
医療・福祉の構築 事業 するため、医療機関が行う施設等の整備を支援した。
(2) 持続可能な医療・ (67,372)
介護・福祉提供体制
の構築 地域医療従事者等養成確保事業 医療従事者の勤務環境改善を図るため、医療機関における医師や

看護師等の負担軽減や処遇改善の取組を支援した。
(26,123)

若手医師・女性医師等養成確保事 若手医師・女性医師等の地域定着を図るため、研修補助やキャリ
業 ア形成支援などの取組を支援した。

(1,903)

看護職員養成確保事業 看護職員の養成・確保と資質向上を図るため、養成所の運営費補
助や新人看護職員研修等の人材育成、県内定着促進や再就業を図る
ためのナースセンター機能の強化などの取組を実施した。

(106,113)

歯科医療従事者養成確保事業 歯科医療の向上を図るため、歯科関連職種に興味を有する優秀な
人材を確保するとともに、高齢者施設や障害者施設への臨地実習の
強化を通じて、より多くの専門的な技術を習得した歯科衛生士の養
成を支援した。

(5,417)

医療従事者勤務環境改善事業 医療従事者の勤務環境を改善するため、医師の処遇改善に取り組
む医療機関への支援や医療従事者等に対する救急医療等研修会など
を実施した。

(190,895)
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病院内保育所運営費補助事業 看護職員等の離職防止と再就業の促進を図るため、病院内保育所
を設置する病院等に対し、運営に必要な経費の補助を行った。

(21,122)

とくしま医師養成対策総合推進事 将来の本県の地域医療を担う医師を確保するため、徳島大学医学
業 部定員増とあわせた医師修学資金の貸与による地域枠学生の育成や

関係機関と連携した臨床研修医の確保対策を推進した。
(131,897)

地域医療総合対策協議費 本県の地域医療体制を確保するため、「地域医療総合対策協議会」
を開催し、医師の養成・確保等について検討・協議を行うことによ
り、実効性のある各種施策の円滑かつ効率的な推進を図った。

(3,648)

とくしま医師バンク事業 地域の医療を支える医師を確保するため、「とくしま医師バンク」
ホームページによる本県公的病院の求人情報や、県の医師確保に関
する情報提供、結婚や育児等で現場を離れた女性医師の再就業支援
など、短期的な診療支援体制の構築に取り組んだ。

(300)

地域医療支援機構運営事業 医師の地域偏在及び診療科偏在に対応するため、へき地医療機関
への医師配置等について調整等を行うとともに、医師のキャリア形
成支援等を実施する「徳島県地域医療支援センター」の運営や高校
生を対象とした地域医療現場体験ツアーの実施等、地域医療の提供
体制確保に向けた総合的な取組を推進した。

(51,079)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

１ 柔軟で強靱な保健・ へき地医療拠点病院運営事業費 本県におけるへき地医療の確保を図るため、地域医療支援機構と
医療・福祉の構築 連携し、へき地診療所への代替医師を派遣する等の機能を有するへ
(2) 持続可能な医療・ き地医療拠点病院に対する補助を行った。
介護・福祉提供体制 (2,226)
の構築

医療提供体制確保総合対策事業 本県の地域医療体制を確保するため、地域産婦人科診療部や脳神
経外科診療部などの７つの寄附講座を設置し、医療機関の機能強化、
連携対策を総合的に行った。
また、医師の働き方改革のあり方に積極的に関わる徳島大学との

連携のもと、県内医療機関に勤務する小児科・産科医師等を対象に、
「勤務環境についてのアンケート」を実施し、調査結果の報告書を
作成した。

(256,500)

救急医療体制確保対策事業 県民に対する救急医療の適正受診等についての啓発や、二次救急
医療機関の機能強化など救急医療体制を確保するための各種事業を
行うとともに、徳島県立中央病院を基地病院として関西広域連合に
よるドクターヘリの運航を行った。

(148,433)

看護師等修学資金貸付事業 看護職員の定着促進を図るため、将来県内で働く意思のある看護
学生に対し、無利子で修学資金を貸与し、養成施設を卒業した者の
県内定着の促進を図った。

(42,638)
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地方独立行政法人徳島県鳴門病院 本県の医療提供体制を強化するため、地方独立行政法人徳島県鳴
運営事業 門病院の円滑な運営を図るとともに、県北部の中核的病院として、

地域の医療水準の更なる向上に努めた。
(1,332,632)

徳島赤十字病院移転改築資金貸付 県南部の中核的医療機関である徳島赤十字病院について、移転改
事業 築後においても地域の拠点となる円滑な医療提供体制を確保するた

め、建築資金の一部について貸し付けを行った。
(199,998)

救急安心センター事業 救急医療機関の受診や救急車の利用の適正化を図るため、急病や
ケガの際に電話で医師や看護師から助言を受けられる「徳島救急医
療電話相談事業（＃７１１９）」を実施した。

(4,777)

地域医療勤務環境改善体制整備事 医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和6年4月1日）
業 に向け、医師の労働時間短縮を強力に推進するため、医療機関が実

施する「医師の勤務環境改善」に向けた取組を支援した。
(8,428)

看護職員等賃金改善事業 公的部門における「成長と分配の好循環」の実現を図るため、看
護職員の収入引上げに係る取組を支援した。

(148,144)

介護事業所等ＩＣＴ・介護ロボッ 介護職員の業務負担の軽減を図り介護人材の確保につなげるとと
ト導入促進事業 もに、科学的介護に基づく質の高いサービスの提供を実現するため、

介護現場における「ＩＣＴ」や「介護ロボット」の導入を支援した。
(105,880)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

１ 柔軟で強靱な保健・ 介護給付費等負担金 介護保険制度の円滑な運営のため、市町村の介護給付及び予防給
医療・福祉の構築 付に要する費用に対し、負担金を交付した。
(2) 持続可能な医療・ (12,482,441)
介護・福祉提供体制
の構築 介護保険財政安定化基金事業 介護給付費の増大等により、介護保険財政が悪化した市町村に対

し、資金の貸付・交付を行うため、基金の管理及び運営を行った。
(37,125)

低所得者利用者負担対策事業 介護保険制度を円滑に施行するため、市町村が実施する低所得者
負担対策に要する経費に対し補助を行った。

(10,954)

地域支援事業交付金 高齢者が要介護状態となることを予防し、自立した日常生活を営
むことができるよう支援するため、市町村等が実施する介護予防事
業や地域包括支援センターの運営等の地域支援事業に要する経費に
対し、交付金を交付した｡

(504,097)

要介護認定関係者研修事業 要介護認定を公平・公正に実施するため、認定調査員、介護認定
審査会委員、主治医、介護認定審査会事務局に対する研修を実施し、
必要な知識・技能の向上に努めた。

(1,216)

介護支援専門員研修事業 介護保険において重要な役割を果たす介護支援専門員に対する研
修を体系的に実施し、養成及び資質向上に努めた。

(23,432)
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介護職員賃金改善事業 公的部門における「成長と分配の好循環」の実現を図るため、介
護職員の収入引上げに係る取組を支援した。

(528,186)

地域で暮らすサポート事業 障がい者が安心して社会生活を送ることができるよう、市町村で
は実施困難な専門的、広域的な対応が必要な県事業を実施するとと
もに、市町村事業に対する補助を行った。

(173,846)

福祉職員賃金改善事業 公的部門における「成長と分配の好循環」の実現を図るため、障
がい福祉職員の収入引上げに係る取組を支援した。

(229,864)

医療・社会福祉施設等電気料金等 コロナ禍の長期化や電気料金等の高騰の中で、県民生活に必要な
高騰対策事業 医療・福祉サービス提供の確保を図るため、医療機関や社会福祉施

設等を支援した。
(266,691)

１ 柔軟で強靱な保健・ 保健・医療・福祉分野「災害時コ 大規模災害発生時に、避難所等に適切な保健・医療・福祉サービ
医療・福祉の構築 ーディネーター」体制整備事業 スを提供するため、「医療」「薬務」「保健衛生」「介護福祉」各分
(3) 複合災害への備え 野の「災害時コーディネーター」の体制整備に取り組むとともに、

各種研修を通じた一人一人の能力向上にも努めた。
(1,138)

福祉避難所運営体制強化事業 福祉避難所の体制整備のため、資機材の整備や設置運営訓練、地
域住民への研修等を実施した。

(7,814)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

１ 柔軟で強靱な保健・ 災害福祉支援ネットワーク構築推 災害時の福祉支援体制を構築するため、県内の福祉関係団体等と
医療・福祉の構築 進事業 徳島県災害福祉支援ネットワークを構築するとともに、同ネットワ
(3) 複合災害への備え ークに参画する団体と連携し、徳島県災害派遣福祉チームのチーム

員研修を実施した。
(992)

災害ボランティアセンター体制整 大規模災害発生時に徳島県社会福祉協議会が設置・運営する徳島
備事業 県災害ボランティアセンターの迅速かつ効果的な活動を可能とする

ため、各圏域における市町村や地元住民との合同模擬訓練や、ＩＣ
Ｔを用いた運営方法などの研修を実施した。

(1,600)

医療施設スプリンクラー等整備事 医療機関の防火対策を促進するため、スプリンクラー等の設置に
業 対する支援を行い、火災事故の際の安全性の確保を図った。

(35,219)

広域災害医療情報システム運営事 大規模災害発生時において、医療機関への迅速な支援を行うため、
業 関係機関と被災情報等を共有する広域災害医療情報システムの維持

・充実を図った。
(5,676)

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ） 災害時における円滑な医療提供体制の充実のため、医療機関等に
体制整備事業 対し、被災地での支援活動に要する資機材整備の助成やＢＣＰの策

定支援等を行った。
(11,857)
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広域搬送拠点臨時医療施設（ＳＣ 災害時における救急医療体制を確保するため、ヘリコプター等に
Ｕ）整備事業 よる患者搬送の拠点となる広域搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）の

整備・充実を図った。
(5,296)

災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡ ＤＰＡＴに対する研修、資機材整備を行い、体制整備を図った。
Ｔ）体制整備事業 (764)

災害時緊急医薬品供給パワーアッ 南海トラフ巨大地震等の大規模災害への備えとして、各圏域の災
プ事業 害拠点病院等に初動期用及び慢性疾患用医薬品それぞれ約1万人分

を備蓄するとともに備蓄医薬品、防疫用薬剤等の期限管理等、適正
な保管管理に努めた。
また、研修・訓練の実施など、関係機関との連携を図ることによ

り、迅速な供給体制の整備に努めた。
(3,731)

地域介護・福祉空間整備等施設整 高齢者施設等の防災・減災対策を推進し、利用者の安全・安心を
備事業 確保するため、民間事業者等が実施する施設及び設備等の整備事業

を支援した。
(45,270)

障がい者交流プラザ管理運営費 障がい者の自立と社会参加を促進するため、障がい者の活動と交
流の拠点となる障がい者交流プラザについて指定管理者制度により
管理運営を行うとともに、避難所としての機能強化を行った。

(195,684)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

１ 柔軟で強靱な保健・ 障がい者交流プラザ機能強化事業 障がい者支援と交流の拠点である障がい者交流プラザの相談、情
医療・福祉の構築 報提供、スポーツ文化活動支援や、災害時における福祉避難所機能
(3) 複合災害への備え の強化を図るため、空調設備の改修等を行った。

(98,433)

１ 柔軟で強靱な保健・ 国保ヘルスアップ支援事業 国民健康保険における医療費適正化に向けた取組を推進するた
医療・福祉の構築 め、関係者による連携体制を強化するとともに、地域ごとの医療の
(4) 国保財政の安定 動向及び特定健診結果等を共有することにより、各市町村の取組を
的な運営 支援し、保険者機能の強化を図った。

(44,428)

国民健康保険制度基盤安定化推進 保険基盤の安定化及び子育て世帯の経済的負担軽減を図るため、
事業 市町村が実施する国民健康保険料（税）の軽減措置への支援や低所

得者層が多い保険者への支援を行った。
(2,823,677)

国民健康保険県繰出金 国民健康保険財政の安定化を図り、市町村の実情に応じた財政調
整を行うため、保険給付費等交付金の一部等を、国民健康保険事業
特別会計に繰出金として支出した。

(4,237,309)

特定健康診査費支給事業 保険者の財政安定化を図り、特定健康診査及び特定保健指導を円
滑に実施するため、国民健康保険組合等の特定健康診査等に要する
経費の一部を支援した。

(5,368)
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後期高齢者医療費支給事業 後期高齢者の適正な医療の確保を図るため、後期高齢者医療の実
施主体である徳島県後期高齢者医療広域連合に対し医療費の一部を
交付した｡

(10,178,342)

後期高齢者医療制度基盤安定化推 後期高齢者医療制度の運営安定化を図るため、徳島県後期高齢者
進事業 医療広域連合が実施する保険料の軽減措置に対する助成及び高額医

療費の発生による広域連合の負担を軽減するための助成を行った。
(2,844,137)

後期高齢者医療財政安定化基金事 後期高齢者医療制度の財政安定化を図るため、後期高齢者医療財
業 政安定化基金に積立を行った。

(154,686)

１ 柔軟で強靱な保健・ 薬事監視事業 医薬品等の製造及び製造販売業者の製造管理及び品質管理基準等
医療・福祉の構築 遵守、各種販売業者の適切な医薬品販売について、監視指導の徹底
(5) 薬務行政の適正な に努めるとともに、医薬品等の検査・分析体制を整備し、医薬品等
推進 の品質、有効性及び安全性の確保を図った。

(7,034)

薬事生産指導事業 医薬品等の迅速かつ適正な承認審査、各種販売業者に対する適切
な医薬品販売指導を行い、医薬品等の品質、有効性及び安全性の確
保を図るとともに、県民に対する薬事衛生知識の普及啓発に努めた。

(4,240)

献血推進事業 県民、特に若年層を中心として献血思想の一層の普及啓発と400mL
献血、成分献血の推進を図り、県内で必要な輸血用血液を確保した。

(3,516)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

１ 柔軟で強靱な保健・ 「ストップ・ザ・ドラッグ」総合 麻薬・覚醒剤等の乱用による危害をインターネット広告の利用、
医療・福祉の構築 対策事業 YouTube徳島県チャンネルへの啓発動画掲載等により広く県民に周
(5) 薬務行政の適正な 知するとともに、一人一人の意識向上を図るため、「薬物乱用防止
推進 指導員」の協力を得て各種集会等での啓発を行った。

(3,414)

毒物劇物適正管理指導事業 毒物劇物の製造、輸入、販売業者及び業務上取扱者等に対する監
視指導・啓発を実施し、取扱いの適正化を図るとともに、毒物劇物
等に関する情報を収集・管理し、適切に情報提供を行った。
また、消防学校講習・農薬管理指導士認定研修において毒物劇物

についての講義を行い、取扱い等に係る正しい知識の普及に努めた。
(234)

薬事経済調査委託事業 ジェネリック医薬品の使用を促進するため、「後発医薬品採用リ
スト」を更新・作成し、医療機関等でのジェネリック医薬品への切
替えを強化するとともに、各保険者と連携し、県民への普及啓発を
行った。
また、県内薬局での「啓発用保険証等ケース」を活用したジェネ

リック医薬品の普及啓発や先発薬からの切替時における患者の疑問
等への対応用「説明パネル」を利用した医療機関でのジェネリック
医薬品切替え促進等医薬品の適正使用の取組を実施した。

(15,580)
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２ 子どもを産み育てや 小児救急医療総合対策事業 子育てに関する保護者の不安を解消するため、小児救急医療拠点
すい社会の実現 病院及び輪番病院の運営を支援するとともに、「徳島こども医療電
(1) 妊娠・出産及び女 話相談（＃８０００）」を翌朝８時まで、休日等は２４時間実施す
性の健康の包括的支 るなど、総合的な小児救急医療体制の確保を図った。
援 (92,147)

周産期医療体制確立事業 安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの一環とし
て、緊急医療を必要とする母体及び胎児、新生児に対して高度専門
的な医療を効果的に提供する周産期医療体制の整備を進めるため、
県が指定した総合周産期母子医療センターにおいて、医療施設等に
対する情報提供、相談等を行うとともに、周産期医療に対する調査
・研究を実施した。
また、総合周産期母子医療センター・地域周産期母子医療センタ

ーに対して補助を行った。
(48,455)

２ 子どもを産み育てや ヤングケアラー介護サポート事業 高齢者介護における実態調査を実施し、課題の整理を行うととも
すい社会の実現 に、介護支援専門員等専門職へ、ヤングケアラーの早期発見と支援
(2) 誰一人取り残さな サービスの利用につなげる研修を行った。
い育成環境の整備 (1,500)

発達障がい支援機能強化事業 発達障がい者の自立と社会参加を促進するため、「発達障がい者
総合支援センター ハナミズキ」と西部の拠点である「アイリス」
において、地域における発達障がい者への支援機能の強化を図ると
ともに、関係機関と連携し各種支援施策を推進した。

(15,891)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

２ 子どもを産み育てや 障がい児等療育支援事業 在宅の重症心身障がい児（者）、知的障がい児（者）、身体障がい
すい社会の実現 児（者）の地域における生活を支えるため、身近な地域においての
(2) 誰一人取り残さな 療育機能を充実することにより、障がい児（者）福祉の向上を図っ
い育成環境の整備 た。

(7,773)

軽度、中等度難聴児・子育て支援 身体障害者手帳の交付対象外である軽度、中等度難聴児の言語取
事業 得、教育等における発達を支援し、健全な育成環境を確保するため、

補聴器購入費用の一部を助成した。
(702)

医療的ケア児等支援体制整備事業 医療的ケア児とその家族が、住み慣れた地域で安心できる生活を
確保するため、相談や情報提供などにワンストップで対応する「徳
島県医療的ケア児等支援センター」を整備し、専門相談員の配置に
よる相談窓口の設置や、在宅生活を支える支援人材の育成を行うな
ど、センターを核とした支援体制の構築を推進した。

(6,376)

重度心身障がい者医療助成費 重度心身障がい者の福祉の増進を図るため、医療費の自己負担分
を助成した。

(850,347)
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ヤングケアラー・障がいサポート 本来大人が担うと想定される家事や家族の世話などを日常的に行
事業 う「ヤングケアラー」に対する支援体制を構築するため、障がい福

祉分野における実態調査を実施し、課題の整理を行うとともに、各
家庭との接点が多い、相談支援専門員等専門職への研修を行い、「ヤ
ングケアラー」に対する認識の統一を図った。

(3,373)

３ 安心して暮らせる社 「徳島県自殺者ゼロ作戦」推進事 誰も自殺に追い込まれることのない「暮らしやすい徳島」実現の
会の構築 業 ため、「徳島県自殺対策基本計画（第２期）」に基づき、庁内関係
(1) 共生社会の深化 部局はもとより、関係機関、市町村等と連携し、県民一体となって、

街頭啓発等をはじめとした各種普及啓発や、人材養成、相談事業と
いった、自殺対策の取組を総合的・集中的に展開した。

(19,582)

重層的支援体制構築推進事業 ５０歳代の子どもを８０歳代の親が支える「８０５０問題」や「介
護と育児のダブルケア」といった「支援ニーズ」の複雑化・複合化
に対応した「包括的な支援体制」を促進するため、「相談支援」「参
加支援」「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施する市町村を
支援した。

(2,968)

生活福祉等対策費 低所得者、失業者等に対するセーフティーネット施策として、生
活福祉資金貸付事業等を実施することにより、「生活・教育・就労
・住宅」等に関する支援を行った。

(1,787,431)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

３ 安心して暮らせる社 日常生活自立支援事業 認知症の高齢者、知的障がい者、精神障がい者などで判断能力が
会の構築 十分でない方々が、地域において自立した生活を送れるよう、福祉
(1) 共生社会の深化 サービスに関する情報提供、利用手続きの代行等の支援を行った。

(52,118)

地域でまもる安心生活支援事業 判断能力が十分でない方々が、住み慣れた地域で安心して暮らせ
る社会の実現を図るため、権利擁護及び成年後見制度に関する相談、
普及啓発、市民後見人の担い手の養成等を実施した。

(7,760)

成年後見制度利用促進事業 判断能力が十分でない方々を社会全体で支えるための重要な手段
である成年後見制度の利用促進を図るため、市町村における中核機
関の設置や地域連携ネットワークの構築に向けた取組を支援すると
ともに、市町村と専門職団体等との連携強化を行った。

(454)

生活困窮者自立支援事業 生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至る前の自立支援策
の強化を図るため、自立相談支援事業等、生活困窮者の状況に応じ
た包括的かつ継続的な相談支援を行うとともに、就労その他の支援
体制の整備などを推進した。
また、新型コロナウイルス感染拡大等の状況を踏まえ、休業等に

より経済的に困窮し、住居を失った又はそのおそれがある者に対し
給付金を支給した。

(83,281)
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子どもの「家庭と学び」のサポー 貧困による教育格差を解消し「貧困の連鎖」の防止を図るため、
ト事業 生活保護家庭をはじめ生活困窮家庭、ひとり親家庭へのサポートと

しての相談体制、子どもに対する「学習の支援」に取り組み、子ど
もの高校進学・健全育成を推進した。

(6,347)

子どもの「居場所と学び」づくり 「貧困の連鎖」の防止を図るため、生活保護家庭をはじめ生活困
事業 窮家庭等の子どもを対象とした学習支援を行うとともに、地域にお

いて、子どもが安心して大人や社会とつながることができる居場所
づくりを推進した。

(2,836)

新型コロナウイルス感染症生活困 緊急小口資金等の特例貸付を借り終わった世帯などに対して、就
窮者自立支援金 労による自立を図るため、自立支援金を支給した。

(7,900)

官民連携による「支援ネットワー 官民が連携した支援体制の構築を図るため、官民の支援団体で構
ク」構築事業 成する「生活困窮者自立支援プラットフォーム」を設置し、団体間

の情報共有を図るとともに、民間支援団体が行う新たな支援活動へ
の取組に係る経費への助成を行い、官民連携による支援体制の構築
を図った。

(1,510)

生活困窮世帯「暮らし応援」事業 長期化するコロナ禍や物価高騰の影響により、生活に困窮する方
々を支援するため、支援活動団体や社会福祉協議会等と連携して、
生活困窮世帯へ食料品の提供を行い、その生活を支援した。

(95,214)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

３ 安心して暮らせる社 生活保護費 生活に困窮する者に対し、その最低限度の生活を保障するととも
会の構築 に、その自立を助長するため、その困窮の程度に応じ、必要な保護
(1) 共生社会の深化 を実施した。

(3,946,721)

臓器移植推進事業 円滑な臓器移植を推進するため、引き続き、臓器移植コーディネ
ーターを配置し、医療関係者や県民への普及・啓発や、臓器提供者
発生施設と移植実施施設の相互連携の支援等を行った。

(5,220)

ひきこもり対策推進事業 ひきこもり本人の自立を推進し、本人及び家族等の福祉の推進を
図るため、「ひきこもり地域支援センター」において、相談・指導
を実施する等、ひきこもりに対する支援を行った。
また、ひきこもり本人や家族への支援を一層充実させるため開発

した家族支援プログラムやひきこもりサポーターの活用により、継
続的な支援を行った。
さらに、より地域に密着したサポートを行うため、南部・西部地

域においてサテライト相談等を引き続き実施した。
(1,227)

ひきこもり支援体制強化事業 身近な地域での支援が受けられるよう、市町村職員や地域の支援
者向けに研修会・ワークショップを開催するとともに、地域住民や
支援者を対象に、相談窓口一覧や社会復帰のイメージを示すリーフ
レットを作成し、周知・広報を行うことで、相談しやすい環境づく
りを促進した。

(2,842)
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精神障がい者地域共生総合支援事 精神障がい者の地域生活への移行を促進するため、ピアサポータ
業 ーの養成や活用、保健・医療・福祉関係者による協議を行うととも

に、地域移行基盤整備を促進した。
(958)

精神科救急医療体制整備事業 夜間・休日等に緊急な精神科医療が必要となった在宅の精神障が
い者に対応するため、精神科病院の輪番制による精神科救急の確保
等により、救急体制を整備した。

(33,055)

骨髄等移植ドナー支援事業 骨髄等の提供に係る経済的負担を軽減し、ドナー登録や骨髄等の
提供がしやすい環境を整備するため、市町村が「骨髄等移植ドナー」
及び「ドナーが勤める事業所」に助成した費用の一部を補助した。

(351)

フレイル予防推進事業 県民一人一人が、年齢を重ねても自立した生活が維持できる「健
康長寿とくしま」を目指すため、地域の「アクティブシニア」と「医
療・介護の専門職」が連携し、「栄養・運動・社会参加」を一体的
に推進する「県民総ぐるみのフレイル予防作戦」を展開するととも
に、「通いの場」の魅力を発信し、参加を促進する動画作成・配信
や、農林水産部と連携し、県産食材レシピコンクールに「フレイル
予防」部門新設、入賞作品試食会開催など、コロナ禍におけるフレ
イル予防対策に取り組んだ。

(15,662)

いきいきシニア活動促進事業 高齢者が要介護状態等になることをできる限り予防するため、地
域で介護予防を実践する「介護予防リーダー」の養成及びスキルア
ップにより、介護予防の推進、普及啓発を行った。

(5,583)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

３ 安心して暮らせる社 アクティブ・シニア生涯活躍加速 高齢者の生きがいづくりと介護現場の負担軽減を図るため、現役
会の構築 化事業 職員と元気なシニアが業務をシェアする「介護助手」の介護現場へ
(1) 共生社会の深化 の普及・定着を図った。

(18,880)

介護ワークシェアリング事業 「介護助手」制度を拡充し、新型コロナウイルス感染症による休
業等により、解雇や内定取消しを余儀なくされたあらゆる世代の方
々を、「トライアル介護職員」として雇用し、緊急時における雇用
の創出と介護人材の確保を促進した。

(4,402)

地域包括ケアシステム支援事業 各市町村における地域包括ケアシステムの深化を支援するため、
徳島県地域包括ケア推進会議の開催や、生活支援コーディネーター
報告会を開催した。

(2,620)

地域介護総合確保推進事業 国の財政支援制度に基づき造成された「徳島県地域医療介護総合
確保基金」を活用し、地域の実情に応じた介護従事者の確保対策と
して民間事業者等が実施する事業を支援した。

(45,252)

地域介護総合確保施設整備事業 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らせる地域包括
ケアシステムを深化・充実させるため、「徳島県地域医療介護総合
確保基金」を活用し、地域の実情に応じた「地域密着型サービス」
の拠点整備に関する事業を支援した。

(569,782)
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認知症総合支援事業 認知症の人やその家族ができる限り住み慣れた地域で自分らしく
暮らし続けるため、医療・介護の連携体制を構築するとともに、認
知症に関する知識の普及啓発を推進するなど総合的な支援体制を充
実させた。

(27,143)

高齢者の権利を守る体制づくり事 「高齢者の尊厳の保持」の視点に立って、虐待防止及び虐待を受
業 けた高齢者の被害の防止や救済を図るため、介護施設・事業所職員

や市町村職員を対象に高齢者の権利擁護を推進する体制を充実させ
た。

(1,400)

「awanowa」がつなぐ「障がい」 新型コロナウイルス感染症の影響により、障がい者就労製品の販
理解促進事業 売機会、直接販売に携わる場が減少する中、障がい者と地域とのつ

ながりを強化するため、就労製品の統一ブランド「awanowa」の販
売拡大の取組を契機として、障がい者の「活躍の場の創出」や「理
解促進」に取り組んだ。

(2,180)

障がい者いきいき活躍就労促進事 障がい者就労支援施設利用者の工賃向上を図り、障がい者の生活
業 の安定・自立を促進するため、施設製品のブランド力向上や各施設

の実情に応じたきめ細かい指導、エシカル消費取り入れ等の推進及
び県内外での共同販売会の実施や中山間地域の高齢者への移動販売
体制の整備を支援した。

(19,799)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

３ 安心して暮らせる社 とくしま農福連携ネットワーク加 農福連携の取組を加速化するため、関係機関と連携し、障がい者
会の構築 速化事業 就労支援施設と民間企業とのマッチングによる定期販売や新たな販
(1) 共生社会の深化 路拡大の取組を支援する等、生産から販売までの一体的な支援体制

を構築し、生産の安定と販売の拡大を支援した。
(26,800)

心のバリアフリー☆ステップアッ 「障がいのある人もない人も暮らしやすい徳島づくり条例」のも
プ事業 と、「心のバリアフリー」を推進するため、「情報・コミュニケー

ション」支援をはじめとした、必要な体制の整備や県民理解の促進
に向けた普及啓発を行った。

(3,098)

３ 安心して暮らせる社 健康長寿・人生100年時代への挑 人生100年時代に向け、健康寿命の延伸を図るため、スマホアプ
会の構築 戦「打糖!!糖尿病」応援推進事業 リを活用した「健康ポイント事業」の実施や、介護保険施設等と連
(2) 健康寿命延伸に向 携した「健康にぎわいの場」における「シニアフィットネス」の開
けた取組の推進 催等、県民を挙げて糖尿病対策を推進した。

(9,311)

糖尿病対策総合戦略事業 「健康とくしま」を実現するため、生活習慣の改善や糖尿病の発
症予防、重症化・合併症予防を図るとともに、健康経営の普及推進
に向けた取組を実施した。
また、ＣＫＤ（慢性腎臓病）患者の早期かつ適切な診療を可能に

するため、協議会の開催や診療連携ツールの作成など、かかりつけ
医と専門医の診療連携体制の構築を図った。

(6,001)
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循環器病特別対策事業 「徳島県循環器病対策推進計画」に基づき、循環器病の予防から
医療・福祉サービスまでシームレスに提供され、県民一人一人がそ
の人らしく暮らせるようにするため、循環器病の予防や正しい知識
の普及啓発を行うとともに、循環器病を予防する健診の普及や取組
の推進、医療提供体制の構築、循環器病の研究推進などを行った。

(688)

がん検診・医療レベルアップ事業 適切ながん医療及びがん検診の提供を行い、がんによる死亡者の
減少や患者への総合的な支援を図るため、がん診療連携拠点病院等
の機能強化や連携体制の整備、がん患者支援の拠点である「がん対
策センター」の運営、医療従事者向けの研修会、がん医療に関する
相談支援及びがんの罹患や生存情報等の把握を行うがん登録事業等
を実施した。

(63,737)

とくしま「がん検診受診率アップ」 がんになっても安心して暮らせる社会の構築を図るため、がんに
総合戦略事業 関する正しい知識の普及啓発を行うとともに、がん検診受診促進を

図るため、がんに関する出前講座などの諸事業を実施した。
(2,686)

歯科保健推進事業 地域の状況に応じた歯科口腔保健施策を推進させるため、徳島県
口腔保健支援センターを中心とした、歯と口腔の健康づくりに関す
る普及啓発活動を実施し、歯と口腔の健康づくりを推進した。

(6,246)
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(単位：千円)

項 目 事 業 名 事 業 内 容 及 び 成 果

３ 安心して暮らせる社 医療情報連携システム総合整備事 歯科標榜のない病院において入院患者の口腔ケア連携やがん患者

会の構築 業 等の口腔管理を推進し、合併症の予防、軽減を図るため、医師と歯

(2) 健康寿命延伸に向 科医師が連携しながら体制整備を図った。

けた取組の推進 (11,607)

オーラルフレイル予防・口腔機能 口腔機能の低下を防止し健康寿命の延伸を図るため、オーラルフ

向上事業 レイル予防に係る啓発資材を作成・活用するとともに、高齢者支援

に携わる施設職員等に対する講習会を実施することで、人材育成を

図った。

(2,500)

「とくしま」から拡げよう!「難 関係機関のネットワークを駆使して難病患者に対する相談支援を

病支援の輪」推進事業 行う「難病相談支援センター」の一層の周知を行うとともに、早期

診断体制の構築を図るため、引き続き難病医療提供体制の整備を進

めた。

また、在宅において人工呼吸器療法を受けている難病患者の災害

時における安心を確保するため、無償で貸与する自家発電機を難病

医療の拠点病院等に配備するとともに、難病患者を対象とした避難

訓練及び支援者を対象とした研修会を実施した。

(18,828)

ハンセン病対策事業 ハンセン病療養所入所者の福祉の向上を図るとともに、県民に対

して正しいハンセン病の知識の普及啓発を図り、差別や偏見の解消

を図った。

(355)
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ＡＹＡ世代妊孕性サポート事業 将来子どもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者

等が、がん治療等の副作用で生殖機能が失われてしまわないように、

治療前に卵子や精子を凍結保存しておく妊孕（にんよう）性温存療

法に要する費用の一部を助成し、その経済的負担の軽減を図った。

(2,145)

受けて！見つけて！治療して！肝 肝疾患治療の促進、肝炎ウイルス検査と重症化予防の推進、肝疾

炎まるごとサポート事業 患診療連携体制の強化及び県民に対する正しい知識の普及啓発を推

進した。

(95,061)
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Ⅲ　歳入歳出決算額

　１ 一般会計決算額

　 （１）歳入決算額

　　（単位：円）

予 算 現 額 と

区　　分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額 収 入 済 額

と の 比 較

保健福祉政策課 209,016,000 120,482,399 120,482,399 0 0 △88,533,601

国保・地域共生課 5,846,514,000 5,853,565,662 5,658,702,612 4,175,908 190,687,142 △187,811,388

医 療 政 策 課 10,563,024,000 9,735,895,453 9,731,690,622 0 4,204,831 △831,333,378

健 康 づ く り 課 1,967,362,000 1,910,022,910 1,910,022,910 0 0 △57,339,090

感 染 症 対 策 課 33,336,510,000 25,488,324,491 25,488,318,041 0 6,450 △7,848,191,959

薬 務 課 2,362,599,000 1,629,772,428 1,629,772,428 0 0 △732,826,572

長寿いきがい課 4,866,323,000 4,481,286,726 4,480,446,726 0 840,000 △385,876,274

障 が い 福 祉 課 1,513,396,650 1,125,271,789 1,121,697,859 0 3,573,930 △391,698,791

計 60,664,744,650 50,344,621,858 50,141,133,597 4,175,908 199,312,353 △10,523,611,053
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　 （２）歳出決算額

　　　（単位：円）

予 算 現 額 と

区　　　分 予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 支 出 済 額

と の 比 較

保健福祉政策課 2,402,555,000 2,176,321,593 0 226,233,407 226,233,407

国保・地域共生課 28,389,304,000 27,370,816,186 375,098,000 643,389,814 1,018,487,814

医 療 政 策 課 17,887,932,000 17,006,888,130 0 881,043,870 881,043,870

健 康 づ く り 課 4,278,203,000 3,930,961,994 0 347,241,006 347,241,006

感 染 症 対 策 課 36,116,914,000 26,227,058,253 252,102,000 9,637,753,747 9,889,855,747

薬 務 課 2,600,523,000 1,791,634,564 10,000,000 798,888,436 808,888,436

長寿いきがい課 19,623,489,000 18,437,197,540 467,603,000 718,688,460 1,186,291,460

障 が い 福 祉 課 10,838,175,650 9,577,320,400 370,130,000 890,725,250 1,260,855,250

計 122,137,095,650 106,518,198,660 1,474,933,000 14,143,963,990 15,618,896,990
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　２ 特別会計決算額

　 （１）歳入決算額

（単位：円）

予 算 現 額 と

区　　分 会 計 名 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額 収 入 済 額

と の 比 較

国保・地域共生課
国 民 健 康 保険 事業
特 別 会 計 75,527,267,000 75,038,946,376 75,038,946,376 0 0 △488,320,624

医 療 政 策 課
地 方 独 立 行 政 法 人 徳 島 県
鳴門病院資金貸付金特別会計 237,165,000 236,754,652 236,754,652 0 0 △410,348

75,764,432,000 75,275,701,028 75,275,701,028 0 0 △488,730,972

　 （２）歳出決算額

（単位：円）

予 算 現 額 と

区　　　分 会 計 名 予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 支 出 済 額

と の 比 較

国保・地域共生課
国 民 健 康 保険 事業
特 別 会 計 75,527,267,000 72,304,496,785 0 3,222,770,215

医 療 政 策 課
地 方 独 立 行 政 法 人 徳 島 県
鳴門病院資金貸付金特別会計 1,034,165,000 1,033,754,652 0 410,348

76,561,432,000 73,338,251,437 0 3,223,180,563

計

計

不　用　額

3,222,770,215

410,348

3,223,180,563

-42-


